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Ⅰ．2025年における環境問題をめぐる動き

Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状

１ 地球環境問題の現状

２ 自動車の排出ガス問題の現状

３ 廃棄物・リサイクル問題の現状

Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

１ 地球温暖化対策の推進

２ トラック・バス（ディーゼル車）等の排出ガス対策の推進

３ 循環型社会の構築

 ４ 事業者、自治体、市民団体等の取り組み

   

構成
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Ⅳ．その他の環境問題への対策

１ 騒音問題への取り組み
２ 海洋汚染への対応
３ 船舶からの排出ガス対策

４ 化学物質対策
５ オゾン層破壊防止

  ６ 地球環境の観測・監視

７ 国土交通分野の気候変動への適応策

【参考】コラム

※「運輸・交通と環境2026年版」本編の目次構成のため、一部、概要版に含まれない項目が
   ございます。

・P.75
「全国バスマップサミット（市民

 によるバスマップの取り組み）」

・PP.24-25
「EVの販売比率の推移と
劣化バッテリー活用事例」

・P.27                                       
「自動運転の社会実装の取り組み」

構成
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・P.15
「世界各国の自動車保有台数と

我が国のカーシェアリング利用」

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=20
https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=29
https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=32
https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=80


Ⅰ．近年の地球温暖化をめぐる動き
詳細はこちら

P.1
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世界 日本

2015年

全ての国が定期的に温室効果ガス削減
目標（NDC）を更新すると共に、その達
成に向けて努力していくことが定めら
れた「パリ協定」がCOP21で採択され、
今世紀後半に温室効果ガスの排出を実
質ゼロにすることを目指すこととなっ
た（＝カーボンニュートラル）。

2016年 「パリ協定」の発効。 「地球温暖化対策計画」が閣議決定。

2018年
COP24において、各国の温室効果ガス削
減に関する進捗報告・評価等について
の実施指針の採択。

2020年
2050年カーボンニュートラルを目指す
ことを宣言。

2021年

COP26において、市場メカニズム（パリ
協定第6条）に関する実施指針が採択。
さらに「グラスゴー気候合意」にて世
界の平均気温の上昇を1.5℃に抑える努
力を追求することが明記。

「地球温暖化対策計画」、「エネル
ギー基本計画」、「パリ協定に基づく
成長戦略としての長期戦略」等を改定
し、パリ協定に基づく我が国の新たな
NDCを提出。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=6


Ⅰ．近年の地球温暖化をめぐる動き
詳細はこちら

P.1
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世界 日本

2023年

COP28では、パリ協定の目標達成に向け
た世界全体の進捗を評価するグローバ
ル・ストックテイクが完了。
1.5℃目標達成のための緊急的な行動の
必要性、2025年までの排出量のピーク
アウト、全ガス・全セクターを対象と
した排出削減、各国ごとに異なる道筋
を考慮した分野別貢献等について決定。

2024年

COP29では、気候資金に関する新規合同
数値目標（NCQG）について、2035年ま
でに途上国向けの気候行動に対する資
金を拡大するため、共に行動すること
を求めることが決定。

2025年

COP30では、1.5℃目標達成に向けた緩
和の取り組みの加速と更なる野心の向
上等の呼びかけが決定。
各国にNDCの更新が求められた。

「地球温暖化対策計画」、「エネル
ギー基本計画」等を改定するとともに、
温室効果ガス排出量を2035年度に60％
削減、2040年度に73％削減（2013年度
比）することを目指す新たなNDCを提出。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=6


１ 地球環境問題の現状

（１）地球温暖化問題の現状

・2022年のCO₂の国別排出量割合は、日本は2.9%と世界で5番目に多い

排出量となっている。

・国別1人当たり排出量では11番目に位置している。

Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状
詳細はこちら

P.2～
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=7


（２）気候変動枠組条約と京都議定書、パリ協定

■気候変動枠組条約

・「大気中の温室効果ガス濃度を気候系に危険な人為的干渉を及ぼすことと
ならない水準に安定化させる」ことを目的に1992年採択、1994年発効。

■京都議定書

・1997年のCOP3（京都）で採択され、2005年に発効。
・先進国の温室効果ガス排出量の削減割合を定め、我が国は6%削減を目指した。
（開発途上国の数値目標による削減義務はなし。）

■パリ協定

・2015年のCOP21（パリ）で採択され、2016年に発効。
・我が国は、2019年に「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」を、
2020年に温室効果ガスの削減目標を定めた「国が決定する貢献(NDC)」を

  閣議決定、同条約事務局に提出。その後、2021年に改定。
・2023年のCOP28ではパリ協定の実施状況を5年に一度評価する「グローバル・

ストックテイク」が完了。2024年のCOP29では市場メカニズムに関する詳細
ルールが決定。2025年は各国にNDCの更新が求められ、我が国もNDCを改定。

・2025年のCOP30では、世界の平均気温の上昇を1.5℃に抑える目標の達成に向けた
緩和の取り組みの加速と更なる野心の向上等の呼びかけが決定。

詳細はこちら

P.5～Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=10


（３）我が国における地球温暖化問題の現状

■我が国の二酸化炭素排出量の推移

Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状
詳細はこちら

P.9

・2023年度のCO₂排出量は約9億8,900万トンで、2013年度比で約24.8%減少。

・2023年度の国民一人当たりの排出量は約7.95トンとなっている。
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=14


■我が国の部門別二酸化炭素排出割合

9

・2023年度のCO₂排出量のうち産業部門は34.3%、運輸部門は19.2%、

業務その他部門は16.7%、家庭部門は14.9%となっている。

Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状
詳細はこちら

P.9～

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=14


バス
363万㌧ [1.9%]

タクシー
133万㌧ [0.7%]

二輪車
77万㌧ [0.4%]

航空
1,019万㌧ [5.4%]

内航海運
973万㌧ [5.1%]

鉄道
720万㌧ [3.8%]

我が国の各部門におけるCO2排出量

※ 端数処理の関係上、合計の数値が一致しない場合がある。
※ 電気事業者の発電に伴う排出量、熱供給事業者の熱発生に伴う排出量は、それぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分。
※ 温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2023年度）確報値」より国土交通省環境政策課作成。
※ 二輪車は2015年度確報値までは「業務その他部門」に含まれていたが、2016年度確報値から独立項目として運輸部門に算定。

運輸部門におけるCO2排出量

内訳
自家用乗用車
8,447万㌧
[44.4％]

自家用貨物車
3,102万㌧
[16.4％]

営業用貨物車
4,181万㌧
[22.0％]

○ 自動車全体で
運輸部門の85.7%
（日本全体の16.5％）

○ 旅客自動車は
運輸部門の47.4%
（日本全体の9.1%）

○ 貨物自動車は
運輸部門の38.3％
（日本全体の7.4%）

運輸部門
（自動車、船舶等）

1億9,014万㌧
《19.2％》

その他
1億4,660万㌧
《14.8％》

産業部門
3億3,953万㌧
《34.3%》

家庭部門
1億4,730万㌧
《14.9％》

業務その他部門
1億6,515万㌧
《16.7%》

CO2総排出量
9億8,872万㌧
（2023年度）

●自動車以外

（４）運輸部門における地球温暖化問題の現状

■運輸部門における二酸化炭素排出量

Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状
詳細はこちら

P.11～

・2023年度の我が国における部門別のCO2排出量では、産業部門が34.3％で最も
高く、運輸部門は19.2％で2番目に高い。

・自動車全体では運輸部門の85.7％、うち、旅客自動車が運輸部門の47.4％、
貨物自動車が運輸部門の38.3％を占めている。
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=16


■輸送量あたりの二酸化炭素の排出量

Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状
詳細はこちら

P.13～

・我が国の旅客輸送と貨物輸送において、効率の目安となる単位輸送
量当たりのCO₂排出量を、以下のグラフにて比較した。

・運輸部門において確実にCO₂排出量の削減を進めるためには、排出原

  単位の少ない手段への転換や、輸送の効率化が重要。

11
※これらの数値は、サイズや車種、船種、機種等を区別せず、輸送機関の分類のみを考慮しています。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=18


２ 自動車の排出ガス問題の現状

・運輸部門の道路交通環境問題としては、自動車から排出される二酸化

窒素（NO₂）などの窒素酸化物（NOx）や粒子状物質（SPM）等によって

生じる大気汚染がある。

・NO₂について、2023年度の全国での環境基準達成率は、一般環境大気測

定局及び、自動車排出ガス測定局において、すべての測定局で環境基

   準を達成。一般環境大気測定局では、2006年度から18年連続で100%達

   成。

・SPMについては、一般環境大気測定局及び、自動車排出ガス測定局にお
いて、2021年度から3年連続ですべての有効測定局で環境基準を達成。

Ⅱ．運輸部門における主要な環境問題の現状
詳細はこちら

P.16
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=21


１ 地球温暖化対策の推進

（１）運輸部門における対策

・2001年以降、CO₂排出量は低下傾向

・排出量の削減傾向を一層着実なも

  のとするため、国土交通省では、

  自動車・道路交通対策、物流の効

率化、公共交通機関の利用促進な

どの総合的な対策を推進。

詳細はこちら

P.20Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=25


①環境にやさしい自動車の開発・普及

■トップランナー基準による燃費改善

・自動車の燃費・電費の向上促進のため、省エネ法に基づき燃費基準（トップラン
  ナー基準）を設定。

■次世代自動車の開発・普及

・2021年策定の「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」では、
  2035年までに、乗用車新車販売で電動車100%を実現できるよう包括的な措置を講
  じることなどが示された。

・政府は、燃費基準の策定による燃費向上等に加え、税制優遇制度や補助制度をは
  じめとした次世代自動車の普及を促進するための対策を実施。

詳細はこちら

P.21～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策
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車種 目標年度 目標

重量車（トラック、
バス等）

2025年度
2014年度と出荷台数比率が同じと仮定した場合、2015
年度基準値と比べて燃費を13.5％改善。

乗用車 2030年度
2016年度と出荷台数比率が同じと仮定した場合、2020
年度基準値と比べて燃費を44.3％改善。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=26


②環境に配慮した自動車使用の促進

・環境に配慮した自動車使用の促進施策と
してエコドライブが位置づけられている。

・「エコドライブ普及連絡会」（警察庁、
  経済産業省、国土交通省、環境省）や
「エコドライブ普及推進協議会」（運輸
関係等16団体）などが普及促進。

・2006年に、エコドライブの具体的な取組
  項目を示した「エコドライブ10のすす
  め」が取りまとめられ、2020年1月に改
  定。

詳細はこちら

P.25～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策
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エコモ財団では、「エコドライブ普及推進
協議会」の事務局を務めるとともに、ト
ラック及び乗用車のエコドライブ講習の認
定・登録や、「エコドライブ活動コンクー
ル」を開催するなど、独自に様々な普及推
進活動を実施。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=30


③道路における脱炭素化に向けた取り組み

・2025年に「道路法等の一部を改正する法律」が施行。

・国土交通省では、「道路脱炭素化基本方針」を定め、基本方針に即して、
各道路管理者が「道路脱炭素化推進計画」を定める、道路管理者が協働
して脱炭素化を促進する新たな枠組みを導入。

・基本的な方向性としては、①道路のライフサイクル全体の低炭素化、
②道路交通のグリーン化を支える道路空間の創出、③低炭素な人流・物
流への転換、④道路交通の適正化の取り組みによって脱炭素化を推進。

詳細はこちら

P.28Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=33


④公共交通機関の利用促進

■交通政策基本法の制定

・国際交通、幹線交通及び地域交通に

  ついて、国が自治体、事業者等と密

  接に連携しつつ総合的かつ計画的に

  必要な施策を推進していくため、交

  通に関する施策についての基本理念

  を定め、関係者の責務等を明らかに

し、政府に交通政策基本計画の閣議

  決定・国会報告を義務づけている。

・第3次交通政策基本計画（2026年1月

16日閣議決定）の計画期間は、2025

年度～2030年度まで。

詳細はこちら

P.29～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策
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●交通政策基本法における国の施策

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=34
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■エコ通勤の推進

・2009年6月から、通勤時における
  交通手段を自家用乗用車から公
共交通機関や自転車、徒歩など
への転換を促進する「エコ通
勤」の普及促進を図ることを目
的として、「エコ通勤優良事業
所認証制度」が開始。

・2025年12月末現在で842事業所が
  登録。

詳細はこちら

P.35Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

エコモ財団では、エコ通勤の認証機関
である「公共交通利用推進等マネジメ
ント協議会」（交通事業者団体や経済
団体、関係行政機関などで構成）を、
国土交通省総合政策局参事官（交通産
業）室とともに共同事務局として運営。
また、エコ通勤の普及促進のための
ツール作成等を実施。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=40


■環境的に持続可能な交通（EST）の推進

・国土交通省等では、「環境的に持続可能な交通（EST：Environmentally 
  Sustainable Transport）」の実現をめざす先導的な地域を選定し、関係省庁が
連携して支援策を講じる「ESTモデル事業」を推進してきた。

・現在は、これまでの取組成果の情報提供やEST交通環境大賞の実施など、関係省
庁等と連携しながら、地方自治体や交通事業者等への普及展開に取り組んでいる。

詳細はこちら

P.36～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

19

エコモ財団では、EST普
及推進委員会の事務局
として、EST交通環境大
賞を実施するとともに、
その表彰式を兼ねた
「EST普及推進フォーラ
ム」や、自治体や交通
事業者を対象としたセ
ミナー等を開催。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=41


■「交通空白」の解消等に向けたリ・デザインの全面展開

・2023年に地域公共交通の活性化及び再生に関する法律を改正し、利便性・
生産性・持続可能性の高い地域交通へのリ・デザインを推進。

・2025年度～2027年度を「交通空白解消・集中対策期間」と定め、あらゆる
ツールを総動員して、地域交通のリ・デザインの全面展開を図っている。

詳細はこちら

P.38～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

20
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⑤高度化・総合化・効率化した物流サービス実現に向けた更なる取り組み

■グリーン経営認証制度の普及推進

・運輸関係企業においても環境保全のための取組が推進されるよう、グリーン経営
推進マニュアルを普及。自社の環境保全への取組状況を把握し、その結果に基づ
き推進マニュアルを参考にして改善策を検討し、行動計画を作成して、改善策を
実行。このサイクルを繰り返すことで、環境負荷の低減につなげる。

詳細はこちら

P.42Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

21

エコモ財団では、グリーン経営認証制
度の認証機関として、一定レベル以上
の取組を行っている運輸事業者を認
証・登録。

認証登録された事業者は、2025年末ま
でに2,925事業者5,768事業所。（国内
事業者の保有台数の9.6%〜14.6%）

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=47


詳細はこちら

P.43～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

22

■物流効率化等のグリーン物流の推進

○物流総合効率化法に基づく計画の認定：高度で一定以上の規模を持つ物流
施設（特定流通業務施設）を中核として物流の総合化及び効率化を図る
事業に対して、その計画の認定、関連支援措置等を実施。

○荷主と物流事業者の協働による持続可能な物流体制の構築の推進：「グ
リーン物流パートナーシップ会議」を設立し、モーダルシフトやトラック
輸送の効率化などの荷主や物流事業者など関係者におけるグリーン物流の
重要性についての認識の共有と交流を促進。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=48


■モーダルシフト等の推進

○内航海運の競争力強化と海上輸送への
モーダルシフト：海上輸送を一定程度
利用するモーダルシフト貢献企業を選
定し、エコシップマークの使用を認め
るなどにより、モーダルシフトを促進
する「エコシップ・モーダルシフト事
業」を実施。

○鉄道事業等におけるネットワーク型低
炭素化促進事業：国土交通省と環境省
が連携し、エネルギーを効率的に使用
するための先進的な省エネルギー設備・
機器の導入を支援。

○ 「エコレールマーク」制度の普及・拡
大：環境負荷の少ない鉄道貨物輸送に
積極的に取り組んでいる企業や商品を
認定。

詳細はこちら

P.45～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

23
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■港湾におけるカーボンニュートラルポート形成の推進

・脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や水素・アンモニア等の受入環境の
整備等を図る。

■物流施設の脱炭素化の促進

・地域物流の脱炭素化に向けて、再生可能エネルギーである太陽光、次世代
エネルギーである水素・バイオマス等を活用した先進的な取り組みを行う
際の充電・充填・精製装置の整備・改修や資機材の導入等を支援。

詳細はこちら

P.46～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

24
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⑥鉄道・船舶・航空における脱炭素化の促進

■鉄道分野における脱炭素化の取り組み

・関係省庁とも連携しながら、エネルギー効率の高い鉄道車両の導入、水素燃料電
池鉄道車両の開発やバイオディーゼル燃料の導入等を推進するほか、鉄道アセッ
トを活用した再生可能エネルギーの導入拡大、環境優位性のある鉄道の利用促進
等の取り組みを進めている。

■海運における省エネルギー・低脱炭素化の取り組み

・内航海運分野：荷主等と連携した離着桟・荷役等の運航全体で省エネルギーとな
る連携型省エネルギー船の建造・普及や、省エネルギー性能の見える化を推進。

・造船・舶用工業分野：ゼロエミッション船等の建造に必要となるエンジン、燃料
タンク、燃料供給システム等の生産設備及びそれらの機器等を船舶に搭載するた
めの設備等の整備への支援。

■航空分野のCO₂排出削減の取り組み

・航空機運航分野：SAF（Sustainable Aviation Fuel：持続可能な航空燃料）の導
入、管制の高度化等による運航の改善、機材・装備品等への環境新技術の導入等
に取り組んでいる。

・空港分野：2025年12月末時点で50空港の「空港脱炭素化推進計画」が策定され、
空港施設・車両等からのCO₂の排出削減、空港の再エネの導入等を実施。

詳細はこちら

P.47～Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策
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（２）省エネ法に基づく取り組み

省エネ法において、事業者は、国の定める判断基準に基づいたエネル
ギーの使用の合理化等が求められている。2022年5月に可決成立した改
正省エネ法では、事業者に対して新たに非化石エネルギーへの転換等に
向けた目標設定及び達成に向けた取り組むべき措置の実施が求められて
いる。また、運輸部門では、物流における省エネルギーを確実にするた
め、輸送事業者だけではなく、荷主も対象となっている。

詳細はこちら

Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

26

P.49～

●運輸部門の対象
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2021年～2035年
目標：2020年以降総排出量を増加させない

手段（CORSIA）：①新技術活用、②運航改善、③SAF

の活用により排出量削減を図りつつ、④ベースライン超

過分を炭素クレジットでオフセット

2050年までのカーボンニュートラル

SAFの利用によりジェット燃料使用と比較してCO2排出量を5%削減（CAAF/3 ２０２３）

2024～2035年2021～23年※ベースラインの当初設計

2019排出量×85%2019年排出量2019・2020排出量の平均

22
（実績）

ベースライン：2019排出量×85%（2024～2035）

排出量削減・オフセット

2.7億t

6.1億t

2.9億t

4.3億t

5.3億t

23
（実績）

24
（実績）

（３）国際海運・航空分野における対策

・国際海運：国際海事機関（IMO）では、2023年7月に、IMO GHG削減戦略
  を改定し、「2050年頃までにGHG排出をゼロ」等の新たな目標に合意。

現在、その目標を達成するための具体的な対策を議論中。

・国際航空：2050年までのカーボンニュートラル及び、2024年以降の
CO₂排出量を国際航空全体で2019年比85％まで削減する枠組みを策定。

これらの達成には、持続可能な航空燃料（SAF）の利用促進、運航方式
の改善、航空機環境新技術の導入が重要課題となっている。

詳細はこちら

Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策

27

P.52～
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２ トラック・バス（ディーゼル車）等の排出ガス対策の推進

・ディーゼル車の排出ガス対策：メーカーに対しては自動車排ガス

規制を設けており、使用者に対しては、自動車NOx・PM法により、環境

基準未達成局が多い都市部で「窒素酸化物対策地域」及び「粒子状物質

対策地域」を定め、大気環境基準を目標年度までに達成することを目指

している。（2022年施行令の改正：目標年度2026年）

・適正な燃料使用の指導：国土交通省では、

適正な燃料使用を促すため、2005年度から

街頭検査等で燃料の硫黄分を検査し、硫黄

分が高く不正軽油を使用していることが判

明した場合には、警告又は、適正な燃料へ

の入れ替えを命じる整備命令を発令し、不

正軽油の使用を排除。

Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策 P.54～
詳細はこちら
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Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策 P.57～
詳細はこちら

29

３ 循環型社会の構築

・循環資源物流システムの構築：国土交通省では、循環資源の広域流動の
拠点となるリサイクルポート（総合静脈物流拠点港）として、全国22港
を指定し、積替・保管施設等の循環資源取扱支援施設の整備等を実施。

・自動車リサイクル制度の構築：2005年1月に自動車リサイクル法が施行
され、使用済自動車のリサイクル率向上のため、自動車製造業者を中心
とした関係者に適切な役割分担が義務づけ。

・船舶のリサイクル：2025年6月
にシップ・リサイクル条約が
発効。日本国内においては、
シップ・リサイクル条約の国内
法である「船舶の再資源化解体
の適正な実施に関する法律」
（シップ・リサイクル法）を
円滑に執行。

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=62


Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策 P.60～

４ 事業者、自治体、市民団体等の取り組み

（１）事業者の取り組み

詳細はこちら

30

環境性能に優れたトラックの普及や事業者単位でのCO₂排出総量の把握等を通じて、
2030年度の営業用トラックの輸送トンキロあたりのCO₂排出量を、CO₂排出量原単

位で2005年度比31％削減することを目標としている。

公益社団法人日本バス協会

国や自治体、日本バス協会の助成制度を活用した電動車や低燃費バス等の積極的
な導入促進や、エコドライブの全国的推進の取り組み等を通じて、2030年度にお
けるCO₂排出原単位の2015年度比6％改善及び、自家用乗用車からバスへの利用の

転換を目指す。

一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会

先進技術の導入を促進し、空車走行の削減等による運行効率化や、車両の環境対
応車への切り替え、エコドライブ等の実施を通じて、2030年度に2010年度比25%の
CO₂排出削減を目指す、自主的行動計画を策定。

一般社団法人日本冷蔵倉庫協会

フロンを使わない省エネルギー機器の導入の推進、基礎データ取得のための調査、
人材育成、グリーン経営認証の取得促進を図るなどの取り組みを実施。

公益社団法人全日本トラック協会

一般社団法人日本冷蔵倉庫協会

一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会

公益社団法人日本バス協会

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=65


（２）自治体の取り組み

・宇都宮市：LRT「ライトライン」の運行や
地域内交通のEV化など、公共交通と自動車
が共存する脱炭素型のネットワーク型コン
パクトシティの実現を目指す。

・伊勢市：従来の放射状のバス路線を補完す
る地域住民向けコミュニティバス「おかげ
バス環状線」を2020年度から本格運行。電
気バスも導入し、CO₂排出量ゼロの三重県産

の電気を使用。

・鹿追町：家畜ふん尿、生ごみ等を活用した
水素サプライ事業の商用化、FC車両の運用・
普及など、先進的且つ総合的に交通環境対
策に取り組み、「日本ジオパーク・脱炭素
先行地域」として、持続可能性を追求。

●おかげバス循環線の利用者数

Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策 P.70～
詳細はこちら
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（３）市民団体の取り組み

・カーフリーデー：
  マイカーから公共交通や自転車などへの転換を図るため、毎年9月に世
  界約3000都市で、モビリティウィーク&カーフリーデーが実施され、
2025年には、国内でも6都市で実施。

・熊本県ストップ温暖化県民総ぐるみ運動推進会議：
熊本県では中心部を除き、自動車が主な移動手段となっているため、安
全運転エコドライブ支援システムによるエコドライブ診断を推進。

・一般社団法人姫島エコツーリズム：
大分県姫島村において、観光客向け

  にグリーンスローモビリティ等の脱
  炭素な観光移動モビリティをレンタ
  カーとして提供し、島内における観
  光客向けの二次交通の提供による不
  便さの解消と、電動モビリティの活
  用による新たな観光の魅力の創出を
  目指している。

Ⅲ．運輸部門における主要な環境問題への対策 P.74
詳細はこちら
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１ 騒音問題への取り組み

・自動車：自動車交通騒音の2023年度の環境基準達成状況については、近
年緩やかな改善傾向にある。

・鉄道：新幹線の騒音については、環境基準が達成されるよう、音源対策
や沿線地域の土地利用対策等を推進。

・航空：航空機騒音対策は、発生源対策（航空機の低騒音化、運航方法の
改善、発着制限等）と、空港構造の改良（騒音影響の少ない海上での空
港の開港、防音壁等の設置等）を効果的に組み合わせて取り組んでいる。

２ 海洋汚染への対応

・大規模油汚染対策：海上安全・海洋環境保全に関する条約等の基準を満
たさない船舶の排除のため、国際的な取り組みへの参加、ポートステー
トコントロール（PSC）の強化等を実施。

３ 船舶からの排出ガス対策

・MARPOL条約の改正により2020年1月から船舶燃料油中の硫黄分濃度の規
  制値が3.5%以下から0.5%以下に強化され、船舶からのSOxやPMの排出削
  減が世界的に進められている。

Ⅳ．その他の環境問題への対策
詳細はこちら

P.84～
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４ 化学物質対策

・ダイオキシン類への対応として、国土交通省では、「底質ダイオキシン
類対策の基本的考え方」の策定や、「河川、湖沼等における底質ダイオ
キシン類対策マニュアル」の改訂などにより、ダイオキシン類の調査、
対策及び海洋の汚染状況モニタリングなどを実施。

５ オゾン層破壊防止

・オゾン層の保護と地球温暖化の原因
となるフロン類の排出抑制のため、
冷蔵庫やエアコンなどからのフロン
類の回収等を義務付けるとともに、
フロン類の使用の合理化や管理の適
正化が求められている。

６ 地球環境の観測・監視

・温室効果ガスの状況を把握するため、大気中のCO₂等を国内2箇所の観測
所で、北西太平洋の洋上大気や表面海水中のCO₂を海洋気象観測船で観測。

・地球全体の海洋変動を即時的に監視・把握するため、アルゴ計画を推進。

Ⅳ．その他の環境問題への対策
詳細はこちら

P.88～
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●世界のオゾン量の経年変化

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=93


７ 国土交通分野の気候変動への適応策

・我が国全体の気候変動適応策の強化を図るため、気候変動適応法に基づく「気候
変動適応計画」を2021年に改定。「国土交通省環境行動計画」も2025年に改定。

Ⅳ．その他の環境問題への対策
詳細はこちら

P.97
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https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutokankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf#page=102


本資料は、「運輸・交通と環境2026年版」の概要版です。

・全文はこちらから
https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsutok
ankyou/data/unyu_koutuu_to_kankyou_2026_all.pdf

・全文バックナンバーはこちらから

《日本語版》

https://www.ecomo.or.jp/environment/unyukotsut
okankyou/

《英訳版》

https://www.ecomo.or.jp/english/tej.html

          ※エコモ財団の各事業の取り組みについては、エコモ財団WEBサイトより
            ご覧いただけます。

https://www.ecomo.or.jp/
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